
第36回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

　
　第36期（自 2019年２月１日 至 2020年１月31日）

１．事業報告
　

業務の適正を確保するための体制及び
その運用状況の概要

　

２．連結計算書類
　

連結株主資本等変動計算書
　

連結注記表
　

３．計算書類
　

株主資本等変動計算書
　

個別注記表
　
　

株式会社ＡＣＣＥＳＳ
　
　

上記の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://www.access-company.com/investors/）に掲載する
ことにより株主のみなさまに提供しております。
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１．事業報告
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　１ 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
　＜業務の適正を確保するための体制＞
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務ならびに
当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する体制についての決定内容の概要は、以
下のとおりであります。

　① 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）企業理念「Vision Statement」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方針及び基本的価値観と
するほか、実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」、「コンプライアンス・リスク管理規
程」等を制定し、周知徹底を図る。

２）取締役会において取締役会規程を制定し、当該規程に定める基準に従って会社の重要な業務執行を決定
する。

３）取締役会が取締役の職務の執行を監督するために、取締役は、会社の業務執行状況を定期的に取締役会
に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視、監督する。

４）取締役の職務執行状況は、監査基準及び監査計画に従い、社外監査役を含む監査役の監査を受ける。
５）株主総会において知識･経験の豊富な社外取締役を選任し、良識に基づいた大所高所からの意見、助言
を得る。

６）「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を整備し、匿名及び外部窓口経由による方法も含め、
コンプライアンス関連の通報、相談を受け付ける。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に対して不
利益となる措置を行わない。

７）社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織全体として毅然とした態
度で対応し、取引関係その他一切の関係をもたない体制を整備する。

　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
１）取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規程に従い、書面
（電磁的記録を含む）により作成、保管、保存するとともに、取締役、監査役、会計監査人による閲覧、
謄写に供する。

２）取締役の職務の執行に係る情報については、法令又は「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則」に従い、必要十分な情報開示を行う。

３）情報セキュリティについては、「ACCESSグローバル情報セキュリティ基本方針」、「情報セキュリティ
ガイドライン」等を策定するとともに、「情報セキュリティ委員会」の設置、開催を通して、情報セキ
ュリティ管理体制を整備し、安全かつ適正な情報資産の保有、活用、管理に取り組む。
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　③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１）「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、各部門及び各子会社のリスク管理業務を統括し、
リスク管理の基本方針、推進体制、リスク管理に関する規程の立案その他重要事項を総合的に決定す
る。

２）「コンプライアンス・リスク管理委員会」は、各部門及び各子会社について監視すべきリスクを識別し、
関連する各部門、プロジェクトチーム及び役職員からのインプットに基づいて、リスク及びコントロー
ル状況のモニタリングを行う。

３）当社及び当社子会社の経営に重大な影響を及ぼすような危機的なリスクが、万が一発生した場合には、
代表取締役社長執行役員を本部長とする対策本部を設置し、外部アドバイザーと連携して、迅速な対応
を行うことにより損害を最小限に抑えるとともに、再発防止のための対策を講ずる。

４）経営上の重大なリスクへの対応方針その他損失の危険に関する重要な事項は、経営会議において十分な
審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会で報告する。

　④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）経営上の意思決定と業務執行との分離、迅速な意思決定及び権限と責任の明確化を図る観点から、執行
役員制度を採用する。取締役会は、会社法に従い経営戦略及び重要な業務執行の決定並びに業務執行の
監視・監督の機能を担い、代表取締役及び一部の業務担当取締役並びに各部門の長の中から選任された
者は、執行役員として業務を執行する。

２）代表取締役社長執行役員及び役付執行役員、並びに社長執行役員が特に指名した者で構成される経営会
議を設置し、当社グループ全体の基本方針及び重要な業務執行事項について審議し、取締役会で決定す
べき事項を除きその決定を行う。

３）企業理念を踏まえて、当社グループ全体の中期経営計画及び年次事業計画・予算を策定し、その進捗を
確認する。また、原価管理や経営情報の迅速かつ正確な把握を可能にするために、必要な基幹システム
を構築する。

４）組織、権限及び業務分掌に関する社内規程を制定し、役割、権限、責任及び手続の明確化を図る。
　⑤ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
　 当社及び当社子会社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある国内外の
法令の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努め、全社及び業務プロセスにおける統制活動を強化
し、評価、維持、改善等を行うことで、財務報告の信頼性と適正性を確保する。
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　⑥ 当社及び当社子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）企業理念「Vision Statement」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方針及び基本的価値観と
するほか、すべての社員が実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」、「コンプライアン
ス・リスク管理規程」等を制定し、周知徹底を図る。問題があった場合には、就業規則に従い、厳正な
処分を行う。

２）代表取締役社長執行役員は、機会があるごとに、コンプライアンス（法令遵守、企業倫理）の重要性及
びこれに真剣に取り組む会社の方針・決意を社員に伝達する。

３）「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を整備し、コンプライアンス関連の通報、相談を受
け付けるとともに、運用状況を定期的に監査役に報告する。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に
対して不利益となる措置を行わない。

４）代表取締役社長執行役員直轄の内部監査室を設置し、定期的に内部監査を実施し、被監査部門に改善点
等をフィードバックするとともに、代表取締役社長執行役員及び監査役にその活動状況を報告する。内
部監査室長は、取締役会及び監査役会を除き、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有す
る。

５）「コンプライアンス・リスク管理委員会」及び法務部門が中心となって、コンプライアンスに関する社
員向けセミナー、研修を開催し、教育、啓発活動を行う。

　⑦ 当社企業集団における業務の適正を確保するための体制
１）子会社の取締役又は監査役として、当社の取締役、監査役、執行役員又は社員を派遣する。派遣された
者は、子会社の取締役又は監査役として、子会社の取締役の業務執行の監視・監督又は監査を行う。

２）子会社の事業計画、経営状況、業務執行の状況等は、経営会議若しくは、代表取締役社長執行役員及び
役付執行役員が特に指名した者から構成される海外取締役会に報告させることにより、当社グループ全
体の業務執行状況の適時把握を図り、必要に応じて改善点等を指摘する。

３）各子会社は、自社の規模、事業の性質、所在国その他会社の特性を踏まえて、当社と連携をとりつつ、
独自に内部統制システムの整備を行う。

４）企業理念に加え、当社グループ役職員全員が実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」を
制定し、周知徹底を図る。また、所在国の状況に応じて各子会社は、「コンプライアンス・リスク管理
規程」等を制定し、実践する。

５）当社と子会社間の取引条件については、統一的な取引スキームを設定して、いずれかに著しく不利益と
なったり、恣意的なものとなったりしないようにする。
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　⑧ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
１）監査役から必要として要請があったときには、監査役の指揮命令下に監査役の職務を補助すべき社員を
配置する。

２）監査役の職務を補助すべき社員の人数、資格等に関しては、監査役と代表取締役社長執行役員との間の
協議により決定する。

　⑨ 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項
１）監査役の職務を補助する社員は、監査役の指揮命令下に置かれ、その業務に専念する。
２）監査役の職務を補助する社員の任命、異動等に関しては、監査役と代表取締役社長執行役員との間の協
議により決定する。

３）監査役の職務を補助する社員の人事考課、目標管理等については、常勤監査役が行う。
⑩ 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す
る体制
１）監査役は、取締役会の他、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。
２）当社及び当社子会社の取締役、執行役員、社員は、監査役の求めに応じて、各社の業務執行の状況を報
告する。

３）当社及び当社子会社の取締役は、各社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、直ちに
監査役会に報告する。

４）当社は、当社及び当社子会社の取締役及び使用人が、監査役への報告を行ったことを理由として不利な
取り扱いを行うことを禁止する。

　⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）社外監査役として、企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を招聘し、代表取締

役社長執行役員や執行役員等、業務を執行する者からの独立性を保持する。
２）監査役会は、代表取締役社長執行役員と定期的に会議をもち、重要課題等について協議、意見交換を行

う。
３）監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、必要に応じて、内部監査室に調査を依頼することができ
る。

４）監査役は、会計監査人と定期的に会議をもち、意見及び情報の交換を行う。
５）監査役が職務の執行のために合理的な費用の支払いを請求した場合、速やかに応じる。
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　＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適切な運用に努
めております。当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであ
ります。
　 １．取締役の職務の適正及び効率性の確保に関する事項

取締役会は、社外取締役３名を含む取締役６名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３名も出席して
おります。当期においては、取締役会を13回開催し、重要な意思決定、職務執行の状況報告等について活発
な意見交換が行われ、監督がなされており、実効性が確保されております。

　 ２．リスク管理に関する事項
代表取締役社長執行役員及び管理関係部門の責任者をメンバーとし、さらに常勤監査役２名をオブザーバ
ーとするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置しており、各部門のリスク状況の区分・把握・報告、
規程の立案・制定を含むリスク管理体制の整備を行うとともに、未然防止策・対応策の立案・実行その他必
要な事項の実施に関し、モニタリングを行い、これらの活動状況に関し、適時取締役会に対し、報告を行っ
ております。

　 ３．コンプライアンスに関する事項
当社グループの役職員に対し、コンプライアンス意識の向上に努めるため、定期的にコンプライアンスセ
ミナー、その他研修を開催いたしております。また、「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を
整備した上で、内部通報窓口を開設し、問題の早期発見、早期解決に取り組んでおります。

　 ４．内部監査に関する事項
内部監査室により、社内各部署及び当社グループ各社が、法令、定款、規程その他社会規範等に則し、適
切な業務運営がなされているか、書類の閲覧及びヒアリング等を通じて監査を行っております。内部監査室
長は、これらの監査結果について、取締役及び監査役並びに執行役員が出席する経営会議において報告を行
っております。

　 ５．監査役監査に関する事項
常勤監査役２名は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席するほか、役職員に対し個別のヒアリング

を行うことにより、取締役の業務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認するとともに、会計
監査人及び内部監査室とも情報交換を行っており、経営監視機能の強化及び向上を図っております。
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連結株主資本等変動計算書（2019年２月１日から2020年１月31日まで）
（単位：千円）

　

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2019年２月１日 残高 29,386,714 － 3,064,285 △345,955 32,105,044
在外子会社の会計基準の改正等に伴う累積的影響額 80,698 80,698
会計方針の変更を反映した当期首残高 29,386,714 3,144,983 △345,955 32,185,742
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 37,620 37,620 75,240
剰 余 金 の 配 当 △117,875 △117,875
親会社株主に帰属する当期純利益 493,044 493,044
自 己 株 式 の 取 得 － －
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 37,620 37,620 375,169 － 450,409

2020年１月31日 残高 29,424,334 37,620 3,520,152 △345,955 32,636,151
　

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

2019年２月１日 残高 39,804 △2,420,544 △2,380,739 30,602 3,199 29,758,106
在外子会社の会計基準の改正等に伴う累積的影響額 80,698
会計方針の変更を反映した当期首残高 39,804 △2,420,544 △2,380,739 30,602 3,199 29,838,804
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 75,240
剰 余 金 の 配 当 △117,875
親会社株主に帰属する当期純利益 493,044
自 己 株 式 の 取 得 －
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） △7,502 △62,771 △70,274 4,620 731 △64,922

連結会計年度中の変動額合計 △7,502 △62,771 △70,274 4,620 731 385,486
2020年１月31日 残高 32,301 △2,483,315 △2,451,013 35,222 3,930 30,224,291
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連 結 注 記 表
　
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の状況

・連結子会社の数 12社
・連結子会社の名称 IP Infusion Inc.

IP Infusion Software India Pvt. Ltd.
Northforge Innovations Inc.
Northforge Innovations USA Inc.
Northforge Innovations Israel Ltd.
ACCESS (Beijing) Co., Ltd.
ACCESS Europe GmbH
NetRange MMH GmbH
ACCESS Seoul Co., Ltd.
ACCESS AP Taiwan Co., Ltd.
株式会社ACCESS Works
ACCESS Taiwan Lab. Co., Ltd.

当連結会計年度において、新たに持分を取得したNetRange MMH GmbH及び連結子会社１社を連結の範囲に含めておりま
す。なお、当該連結子会社１社については、当連結会計年度末までにNetRange MMH GmbHを存続会社とする吸収合併を実
施し、消滅しております。
また、株式会社ACCESS Worksは、2019年４月に株式会社ACCESSテックから社名変更しております。

（2）持分法の適用に関する事項
　 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 ３社
・会社の名称 アイティアクセス株式会社

リトルソフト株式会社
株式会社ミエルカ防災

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
IP Infusion Inc.、IP Infusion Software India Pvt. Ltd.、Northforge Innovations Inc.、Northforge Innovations USA
Inc.、Northforge Innovations Israel Ltd.、ACCESS (Beijing) Co., Ltd.、ACCESS Europe GmbH、NetRange MMH
GmbH、ACCESS Seoul Co., Ltd.、ACCESS AP Taiwan Co., Ltd.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。
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（4）会計方針に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 １）有価証券

その他有価証券
　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、当社持分
相当額を投資事業組合運用損益及びその他有価証券評価差額金として投資有価証券を加減す
る方法によっております。

　 ２）たな卸資産
商品及び製品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
１）有形固定資産
（リース資産、使用権資産を除
く）

当社、国内連結子会社及び一部の在外子会社は定率法を採用しております。
　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設
備については、定額法を採用しております。
　また、在外子会社は主として定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物及び構築物 ： ３～24年
　 工具、器具及び備品 ： ２～20年

２）無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３年）に基づい

ております。ただし、この内サービス提供目的のソフトウェアについては、見込販売収益に
基づく償却額と見込有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を
償却する方法を採用しております。市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益
に基づく償却額と見込有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額
を償却する方法を採用しております。
　また、その他無形固定資産の耐用年数は３～７年となります。

３）リース資産 定額法を採用しており、耐用年数は５年となります。

４）使用権資産 定額法を採用しており、主な耐用年数は２～４年となります。
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　 ③ 重要な引当金の計上基準
１）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

２）賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、会社が算定した支給見込額の当連結会計年度負担額を
計上しております。

３）受注損失引当金 ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込ま
れ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失発生見込額
を計上しております。

４）株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員の当社株式又は金銭の給付に備えるため、当連結会計年度末
に係る要給付額を見積り計上しております。なお、要給付額は会社業績の達成度及び各人の
成果に応じて付与したポイント総数に信託が自社の株式を取得したときの株価を乗じて算定
しております。

　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
なお、米国及び韓国における連結子会社は、確定拠出型の年金制度を設けております。

　 ⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
また、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定に含めております。

　 ⑥ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却に関しては、個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数（６～８年）で均等償却しております。

　 ⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（5）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、2012年５月31日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、
本制度）を2012年７月１日より導入しております。
① 取引の概要
　本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が受給権を取得した場合に当社株式又は金銭を給付する仕組み
です。
　当社では、従業員に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した従業
員に対し、当該付与ポイントに相当する当社株式又は金銭を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設
定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
② 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し
ております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末 337,088千円、 582,300株であります。

２．会計方針の変更に関する注記
当社グループの米国会計基準適用子会社は、当連結会計年度よりASC第606号「顧客との契約から生じる収益」を適用しておりま

す。
当該会計基準の適用については、経過的な取扱いに従って、当連結会計年度の期首時点の累積的影響額を利益剰余金に加減してお

ります。
この結果、当連結会計年度の利益剰余金の期首残高は80百万円増加しております。また、売上高が16百万円、税金等調整前当期

純利益が16百万円、それぞれ増加しております。

当社グループのIFRS適用子会社は、当連結会計年度よりIFRS第16号「リース」を適用しております。当該会計基準の適用にあた
っては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を適用しております。
当該会計基準の適用に伴い、連結貸借対照表において有形固定資産の「使用権資産」が69百万円、流動負債の「その他」が36百

万円、固定負債の「その他」が35百万円それぞれ増加しております。なお、連結損益計算書への影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当連結会計年度の期首から適用し
ており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」103,539千円は、「投資その他の資産」

の「繰延税金資産」122,086千円に含めて表示しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 923,145千円

５．連結損益計算書に関する注記
(1) 条件付取得対価に係る公正価値の変動額
条件付取得対価は、業績達成度合いに応じて発生する将来の支出であり、企業結合において在外子会社が取得企業となる場合に米

国会計基準又はIFRSに基づき認識した負債でありますが、事業計画の見直しに伴い条件付取得対価の公正価値が大きく変動したた
め、この変動額を営業外収益及び営業外費用として表示しております。

(2) 投資有価証券売却益
投資有価証券売却益は、上場株式の売却によるものであります。

(3) 特別退職金
在外子会社で発生した退職者への割増退職金を、特別退職金として計上しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の
株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普 通 株 式 39,293,100株 82,500株 － 39,375,600株
　(注)普通株式の発行済株式数の増加82,500株は、譲渡制限付株式報酬としての新株発行によるものであります。

（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の
株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普 通 株 式 583,546株 － － 583,546株
　(注)普通株式の自己株式数には、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式（当連結会計年度期首

582,300株、当連結会計年度末582,300株）が含まれております。
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（3）剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当金 基準日 効力発生日

2019年４月17日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 117,875千円 ３円 2019年１月31日 2019年４月18日
　(注)2019年４月17日定時株主総会の決議における配当金の総額には、株式給付規定に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する

当社株式に対する配当金1,746千円が含まれております。

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当金の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　 次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当金 基準日 効力発生日

2020年４月22日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 118,123千円 ３円 2020年１月31日 2020年４月23日
　(注)2020年４月22日定時株主総会の決議における配当金の総額には、株式給付規定に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する

当社株式に対する配当金1,746千円が含まれております。

（4）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

2012年新株予約権 2017年新株予約権 2019年新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 30,000株 3,600株 21,600株

新株予約権の残高 15,959千円 3,114千円 16,148千円

７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、投機的な投資は行わない方針であり、低リスクの金融商品に限定しております。ま
た、資金調達については、主に自己資金を充当する方針であります。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社内の与信管理規
程により、新規取引発生時に顧客の信用状況について調査を行い、社内審議・承認を徹底しております。また、取引先ごとの
期日管理及び残高管理を行うとともに、必要に応じて取引先の信用状況を確認し、リスクを低減しております。
有価証券は、ＭＭＦ等であり、安全性と流動性の高い金融商品であります。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や投資先の財務状況を把握し、保有の妥当性
を検証しております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、当社グループでは各社が月次で資金繰計画を作成するな
どの方法により、流動性リスクを管理しております。
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　 ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2020年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 19,282,203 19,282,203 －

（2）受取手形及び売掛金 4,184,518 －

　 貸倒引当金（＊1） △76,434 －

4,108,084 4,108,084 －

（3）有価証券 116,511 116,511 －

（4）投資有価証券 238 238 －

資産計 23,507,037 23,507,037 －

（1）買掛金 △404,519 △404,519 －

負債計 △404,519 △404,519 －
　 （＊1）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産

　 （1）現金及び預金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （2）受取手形及び売掛金
これらの時価は、満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっておりますが、算出した時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （3）有価証券
これらはＭＭＦ等であり短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
　 （4）投資有価証券

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。
負 債

　 （1）買掛金
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 235,926

投資事業組合への出資 206,009

これらについては、市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 778円13銭
（2）１株当たり当期純利益 12円72銭
（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託口が所有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末

発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい
て控除する自己株式に含めております。
　 期末の当該自己株式の数 583,546株 期中平均の当該自己株式の数 583,546株

９．企業結合等関係に関する注記
当社は、2019年４月５日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるACCESS Europe GmbHを通じ、TV及び車載向け

動画配信プラットフォーム開発ベンダーであるNetRange MMH GmbH（本社：ドイツ・ハンブルク、CEO：Tim Schröder）の
持分の100％を取得することを決議し、2019年４月15日に全持分の取得手続きを完了しております。
これにより、NetRange MMH GmbH及び連結子会社１社が当社の連結子会社となります。
なお、当該連結子会社１社については、当連結会計年度末までにNetRange MMH GmbHを存続会社とする吸収合併を実施し、

消滅しております。

（1）企業結合の概要
　 ① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 NetRange MMH GmbH 及び連結子会社１社
事業内容 TV及び車載向け動画配信プラットフォームの提供

　 ② 企業結合を行った主な理由
両社の技術や事業ノウハウを統合することで、当社グループのインフォテインメントサービスプラットフォームの高度化及び

効率化、並びにTV向けサービスとのシームレスな統合を実現でき、当社ソリューションを採用することで自動車メーカーや車載
機器ベンダーは搭乗者のニーズに対応した多様な車載インフォテインメントサービスの提供が可能になると想定したことから、
同社を買収することを決断した次第です。

　 ③ 企業結合日
2019年４月15日
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　 ④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする持分の取得

　 ⑤ 結合後企業の名称
名称に変更はありません。

　 ⑥ 取得した議決権比率
100％

　 ⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社子会社が現金を対価として持分を取得したことによるものであります。

（2）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2019年４月１日から2019年12月31日まで
なお、被取得企業の決算日は連結決算日と異なっておりますが、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社の決算数値

を基礎として連結計算書類を作成しております。

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 5,725千ユーロ
条件付取得対価（未払部分） 128千ユーロ
取得原価 5,853千ユーロ

（4）主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用 46百万円

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
　 ① 発生したのれんの金額 679,083千円
　 ② 発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。
　 ③ 償却方法及び償却期間

６年間にわたる均等償却

（6）企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処理
　 ① 条件付取得対価の内容

企業結合後のNetRange MMH GmbHの業績達成度合いに応じて、条件付取得対価を追加で支払うこととなっており、総額
最大15,000千ユーロを現金で2024年までの５年間にわたり交付することがあります。

　 ② 今後の会計処理方針
上記条件付取得対価の変動部分につきましては、IFRSに基づき認識します。

2020年03月18日 09時18分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 16 ―

（7）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びに内訳
流動資産 39,375千円
固定資産 211,936千円
資産合計 251,312千円
流動負債 128,528千円
固定負債 71,998千円
負債合計 200,526千円

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．その他の注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（2019年２月１日から2020年１月31日まで）
　 （単位：千円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2019年２月１日 残高 29,386,714 － － － 668,969 668,969

事業年度中の変動額

新株の発行 37,620 37,620 37,620

剰余金の配当 11,787 △129,663 △117,875

当期純利益 979,989 979,989
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）
事業年度中の変動額合計 37,620 37,620 37,620 11,787 850,326 862,114

2020年１月31日 残高 29,424,334 37,620 37,620 11,787 1,519,295 1,531,083

　
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2019年２月１日 残高 △345,955 29,709,728 39,771 39,771 30,602 29,780,102

事業年度中の変動額

新株の発行 75,240 75,240

剰余金の配当 △117,875 △117,875

当期純利益 979,989 979,989
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

△7,471 △7,471 4,620 △2,851

事業年度中の変動額合計 － 937,354 △7,471 △7,471 4,620 934,502

2020年１月31日 残高 △345,955 30,647,082 32,299 32,299 35,222 30,714,604
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券

１）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
２）その他有価証券
　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、当社
持分相当額を投資事業組合運用損益及びその他有価証券評価差額金として投資有価証券
を加減する方法によっております。

　 ② たな卸資産
１）商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
２）仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附
属設備については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物及び構築物 ： ３～24年
　 工具、器具及び備品 ： ２～20年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３年）に基
づいております。ただし、この内サービス提供目的のソフトウェアについては、見込販
売収益に基づく償却額と見込有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれ
か大きい額を償却する方法を採用しております。市場販売目的のソフトウェアについて
は、見込販売収益に基づく償却額と見込有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較
し、いずれか大きい額を償却する方法を採用しております。

③ リース資産 定額法を採用しており、耐用年数は５年となります。
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（3）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支払に備えるため、会社が算定した支給見込額の当事業年度負担額を計
上しております。

③ 受注損失引当金 ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込
まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失発生
見込額を計上しております。

④ 株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員の当社株式又は金銭の給付に備えるため、当事業年度末
に係る要給付額を見積り計上しております。なお、要給付額は会社業績の達成度及び各
人の成果に応じて付与したポイント総数に信託が自社の株式を取得したときの株価を乗
じて算定しております。

⑤ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 消費税及び地方消費税の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（6）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、2012年５月31日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、
本制度）を2012年７月１日より導入しております。
① 取引の概要
　本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が受給権を取得した場合に当社株式又は金銭を給付する仕組み
です。
　当社では、従業員に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した従業
員に対し、当該付与ポイントに相当する当社株式又は金銭を給付します。従業員に対し給付する株式については、あらかじめ
信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
② 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し
ております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末337,088千円、582,300株であります。
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２．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当事業年度の期首から適用して
おり、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」103,392千円は、「投資その他の資産」の
「繰延税金資産」110,088千円に含めて表示しております。

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 290,652千円

（2）関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示しているものは除く）は、次のとおりであります。
① 短期金銭債権 248,265千円
② 長期金銭債権 29,844千円
③ 短期金銭債務 68,564千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 売上高 338,030千円
② 営業費用 613,075千円
③ 営業取引以外の取引高 12,619千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 583,546株 － － 583,546株
　(注)普通株式の自己株式数には、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式（当事業年度期首582,300

株、当事業年度末582,300株）が含まれております。
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６．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（千円）
繰延税金資産
関係会社株式・出資金評価損否認 8,319,596
繰越欠損金 5,944,920
減価償却費限度超過額 204,697
退職給付に係る負債否認額 51,183
前払費用償却否認額 21,292
貸倒引当金損金算入限度超過額 20,844
賞与引当金否認額 15,669
未払費用否認 14,840
投資有価証券等評価損否認 14,059
株式報酬費用否認額 19,545
減損損失 1,086
売上原価否認 1,306
その他 79,696
繰延税金資産小計 14,708,738
　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △5,894,095
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △8,442,847
評価性引当額 △14,336,943
繰延税金資産合計 371,894
　繰延税金負債との相殺額 △50,156
繰延税金資産の純額 321,637

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △35,320
その他有価証券評価差額金 △14,266
その他 △570
繰延税金負債合計 △50,156
繰延税金資産との相殺額 50,156
繰延税金負債の純額 －
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７．関連当事者との取引に関する注記
　 子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所 有
(被所有)割合

関 連
当 事 者
と の 関 係

取引の内容 取引金額
（千 円） 科 目 期末残高

（千 円）

子会社 IP Infusion Inc. 直接
100％

役員の兼任
資金の貸付
ソフトウェ
ア等の販売
先

増資の引受 2,185,984 関係会社株式 6,399,184

資金の貸付
(注１) 560,000 関係会社

短期貸付金 560,000

利息の受取
(注１) 536 その他流動資産（未収利息） 536

子会社 ACCESS Europe GmbH 直接
100％

役員の兼任
資金の貸付
当社製品の
開発・販売

増資の引受 1,885,950 関係会社出資金 1,885,950

資金の貸付
(注１) 81,289

－ －資金の返済
(注２) 498,567

利息の受取
(注１) 779

子会社 ACCESS Seoul Co.,Ltd. 直接
100％

役員の兼任
資金の貸付
当社製品の
開発・販売

資金の貸付
(注１) ー 関係会社

短期貸付金 92,100

利息の受取
(注１) 2,038 その他流動資産（未収利息） 198

　(注)１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
２．ACCESS Europe GmbHへの関係会社長期貸付金に対し、当事業年度に153,312千円の関係会社貸倒引当金戻入益を計
上しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 790円87銭
（2）１株当たり当期純利益 25円28銭
　(注)株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託口が所有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末

発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい
て控除する自己株式に含めております。
　 期末の当該自己株式の数 583,546株 期中平均の当該自己株式の数 583,546株

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
該当事項はありません。
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